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１．投資マップ

香川県

徳島県

愛媛県

今治造船㈱丸亀事業本部西多度津事業部
【多度津町・LNG燃料タンク製作】

○施設整備（2023年3月稼働）

★ショーワグローブ㈱
【香川県・令和2年度3次補正サプライチェーン対策のための国内投資促
進事業費補助金・ゴム手袋】

阿波製紙㈱
【小松島市・逆浸透膜（RO膜）用支持体等・約90億円】

○新工場（2024年12月竣工予定）

★住友金属鉱山㈱
【愛媛県・令和2年度3次補正サプライチェーン対策のための国内投資促
進事業費補助金・電動車関連（車載用電池関連） 】

ユナイテッドシルク㈱
【今治市・蚕の飼育から原料抽出までを行う一気通貫工場】

○新工場（2022年5月稼働）

高知県

★(一財)阪大微生物病研究会
【香川県観音寺市・令和3年度補正ワクチン生産体制強化のためのバイ
オ医薬品製造拠点等整備事業・有事に製造する治験用ワクチン（ウイル
スベクター、組換えタンパク、不活化、弱毒生、核酸）】

神山まるごと高専
【神山町・学校教育・設立資金約24億円、学生の学費等無償化基金
約100億円超】 ○新設高専（2023年4月開校）

丸住製紙㈱大江工場
【四国中央市・ペーパータオル等の衛生用紙・約90億円】

○生産設備（2023年3月稼働）

★三洋電機㈱
【徳島県・令和2年度3次補正サプライチェーン対策のための国内投資促
進事業費補助金・定置用蓄電池】

★住友大阪セメント㈱
【高知県・令和4年度補正サプライチェーン対策のための国内投資促進事
業費補助金・亜歴青炭含む歴青炭（代替原燃料に転換するための設
備） 】

阿佐海岸鉄道株式会社
【海陽町・世界初DMV】

○世界初となるDMVの営業運行（2021年12月開業）

住友化学㈱愛媛工場
【新居浜市・アクリル樹脂（PMMA、ポリメチルメタクリレート）のリサイクル実
証設備】 ○実証設備（2023年春サンプル提供開始予定）

住友重機械イオンテクノロジー㈱愛媛製造所
【西条市・イオン注入装置・約120億円】

○新工場（2022年10月竣工）

帝人フロンティア㈱松山事業所
【松山市・医療用ガウン・約20億円】

○国内一貫生産工場新設（2022年12月稼働）

★施策活用

地域の特色ある投資

TheMana Village（ザマナ ヴィレッジ）
運営会社：⼟佐清⽔リゾート合同会社
【土佐清水市・老舗旅館を高級リゾート施設として再生・約3億円】

○高級リゾート施設（2022年2月オープン）

主要な投資

四国化成工業㈱丸亀工場、徳島工場北島事業所
【丸亀市(丸亀工場)・不溶性硫黄・約45億円】

○新プラント（2024年12月生産開始予定）
【北島町(徳島工場北島事業所)・塩素化イソシアヌル酸・約16億円】

○生産能力増強（2023年10月稼働予定）

大倉工業㈱仲南工場
【まんのう町・偏光板の保護用アクリルフィルム製造設備の導入・約62億円】

○仲南工場H棟の新設（2024年1月業務開始予定）

㈱プロテック
【高松市・半導体製造装置用のプロセスチャンバ部品や半導体洗浄装置用
部品などの製造】 ○新工場（2022年12月稼働）

㈱ミロク
【南国市・猟銃事業の増産、BCP対策】

○工場建設用地取得

レンゴー㈱愛媛東温工場
【東温市・段ボールシート、ケースの製造・販売・約140億円】

○新工場（移転）（2024年1月操業開始予定）

日亜化学工業㈱鳴門工場
【鳴門市・LED応用製品の生産・約160億円】

○新生産棟（2020年5月竣工） １



２．2023年4月、「神山まるごと高専」が開校（徳島県神山町）

➢ 国内では19年ぶりの新設となる私立の高等専門学校（全寮制）。
IT企業の社長らが中心となり、構想・設立。

➢ 初年度は、全国各地から44名が入学予定（５学年で220名の入学を想定）

➢ 「テクノロジー×デザインで、人間の未来を変える学校」をコンセプトに、「モノをつく
る力」としての「デザイン」と「テクノロジー」、「社会と関わる力」となる「起業家精神」
を育む教育を実践。

➢ 学校づくりは、四国内外の民間企業、個人と連携するかたちで推進。

●開校資金（約24億円）を、四国内外の個人、法人の寄付で確保。

◆個人26名、法人33社（2023年3月末現在）が「ファウンディングパートナー」として設立をサポート。

●学費の「実質無償化」を目指し、日本初の奨学金基金スキームを導入。

◆賛同企業11社（スカラーシップパートナー）からの出資、寄付により集まった総額100億円超を
運用し、その運用益を奨学金として学生に給付。

◆学生は、スカラーシップパートナー企業と共に、共同研究や新規事業開発等を推進。

●「起業家講師」が定期的に訪問し、特別授業を実施。

◆56名の起業家（2023年3月末現在）が、持ち回りで週に１回、学校を訪問。特別授業だけでなく、

一晩学生と過ごしてもらうことで、起業家を身近なものに感じてもらう。

カリキュラムの構想として策定された
「神山サークル」

主な「起業家講師」
（予定者の一部・敬称略）

南場　智子
㈱ディー・エヌ・エー

代表取締役会長

栗栖　良依
NPO法人スローレーベル

理事長

青野　慶久
サイボウズ㈱

代表取締役社長

辻　　庸介
㈱マネーフォワード

代表取締役社長CEO

星野　佳路 星野リゾート　代表

坊垣　佳奈
㈱マクアケ

共同創業者　取締役

髙島　宏平
オイシックス・ラ・大地㈱

代表取締役社長
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【四国地域の課題】

• 国内スタートアップは東京一極集中の状況にあるが、地方には固有の課題やニーズがあり、その解決に向けた発想は、
地方からしか生まれない。

• この4月、起業家の育成を目的に、徳島県神山町に「神山まるごと高専」が開校した。我々としてはこれからも、地場
企業、教育機関、金融機関、行政等が一体となって研究開発や人材育成に取り組み、地域全体でイノベーションを
加速させていきたいと考えている。

• 政府においては、地方大学・高専の機能強化や、自治体とスタートアップとの連携事業に対する交付金・補助事業に
よる支援の拡充、オープンイノベーション促進税制の延長等、地域でのスタートアップ創出・人材育成の促進に資する
支援策の強化をお願いしたい。

【要望事項】

2020年 国内スタートアップの都道府県別資金調達額の割合

• 四国地域では、全国より速いスピードで人口減少が進行。

• 四国経済を活性化していくためには、地域でのスタートアップ創出・人材育成に向けた継続的な取り組みが不可欠。

全国と四国の人口減少の推移

（出所：国土交通省HP） （出所：2021年7月27日、日本経済新聞電子版）

国内スタートアップの
資金調達額の８割
以上を東京都が占める

３．【要望】地域でのスタートアップ創出・人材育成に向けた
支援策の更なる拡充について
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